
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充 
 

 

 

「高校無償化」報道・その１ 朝日「高校無償化 ３１教委「選択肢増す」」 
朝日新聞は9月7日付朝刊の1面トップと社会面に、全国の県教委へのアンケート結果を掲載。無償化が実現するのかどうかには触れず、実現することを

前提に、無償化拡大の影響は「生徒の選択肢が増える」が多い（47中31教委）、一方「効率の希望者が減る」「県外への進学者が増える」などの否定的な

回答も一定数あった、という内容。また、「6～7月の全国の高校の調査では、無償化拡大を評価しないが61％、評価するの38％を上回った」とも書いて

います。社会面の関連記事は、「選ばれる高校」「進む特色化」など、高校教育そのものが（公私とも）変わっていくという内容が中心。無償化が進めば公私

とも教育の充実が問われる、という点はその通りなのですが、「魅力」「特色化」「選ばれる」など、消費者的で行政寄りの言葉づかいが全体のトーンになっ

ていて、子どもの「教育を受ける権利が保障される」という視点は感じられません。 

 

 

 

 

全国私私学助成をすすめる会  

No.21  2025年9月8日（月） 

朝日新聞 ９月７日付朝刊 

 

 


